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管理会計情報の有用性（5）
エイジェンシー・モデルによる検証一
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X皿　費用配賦と業績評価
　　1　研究目的
　事業部制組織の下で行われる資源配分のタイプには，その用途に応じ
て，特定部門の業務に専門的・個別的に貢献することを意図するものと，
そうではなく，複数部門に用益や便益を共通的に提供することを予定する
ものとの2種類がある。前者のタイプに属する資源の消費が発生させる原
価は，消費部門を直接的に特定できるので，一般に，部門個別費（depart・
mental　direct　cost）と呼ばれる。それに対して，後者の資源消費に基づ
く原価は，複数の組織単位を横断して発生するので，部門共通費（depart－
mental　indirect　cost）と呼ばれる。資源配分の意思決定は，これらの2
種類のコストとベネフィットを変化させて各部門および組織全体の業績に
直接および間接の影響を及ぼす。
　前節では，前者の資源配分過程に焦点を当てて，相互依存性が存在する
場合の業績評価ルールの諸特性を明らかにした。部門業績の相互依存性は
後者のプロセスからも同様に生じる。そこで本節では，資源の共通利用の
側面に焦点をあてて，とくに部門共通費が管理会計情報として組織コント
ロールに果たす役割をエイジェンシー理論の枠組みを用いて分析すること
にしよう。
　本論に入る前に，部門共通費の一般的な概念について概観しておこう。
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この費用項目には，具体的には，組織全体にかかわって発生する一般管理
費や金融費用などの本部費（corporate　cost）のほかに，計算センターや
研究開発・人材開発部門などの各種の補助部門費（service　department
cost）が含まれる。これらは特定部門への帰属関係を直接的には認識でき
ないという原価特性を有しており，それがためにそのあるべき会計処理を
めぐって従来から2つの見解が対立してきた。
　1つは，いわゆる全部原価（full　cost）概念に立脚する伝統的な計算思
考をとる立場であって，共通費は用役等の利用度に応じて各部門（profit
center）に配賦すべきであるとする見解である。この主張は，全部原価に
よる棚卸資産の評価を要求する外部報告（財務会計）目的や，税法等の各
種規制への準拠，原価加算契約（cost　plus　contracts）を代表とする価格
決定目的などにその論拠をおいている。・
　これに対するもう1つの見解は内部報告（管理会計）目的すなわち組織
コントロール上の要請から導かれるものであって，部門共通費はその性格
のゆえに各部門には配賦すべきではないとする否定論ないし不用論がそれ
である。部分原価思考をとるこの考え方は，共通費が各部門の収益とは無
関連な原価（irrelevant　cost）であり，管理不能原価であるという基本認
識を前提にしている。共通費の配賦が否定されるのは，費用配賦（cost
a110cation）という人為的な処理を通じて，部門個別情報のなかに無関連
要因や管理不能要因といった不純物が混入する結果，本来の部門情報機能
が劣悪化すると危惧されるからであるP。
　部門共通費に対するこのような基本認識が正しいとするならぽ，意思決
定論や責任会計論が教えるように，配賦を不用とする結論に到達するのは
むしろ当然であり，その正当性は否定されるべきではない。しかしながら，
ここで看過できないのは，それにもかかわらず圧倒的多数の事業部制企業
が共通費を配賦する実務を定着させているという事実である2）。各部門に
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とって共通費がたとえ管理不能であったとしても，これを部門別に配賦し
た会計数値に基いて部門管理者を業績評価する実例が少なからずあるとし
た場合に3），われわれはこの現実をどのように理解し，どのような説明を
なすべきであろうか。理論が教科書的説明をのり越えて現実に一歩近づく
ためには，なんらかの問題解決に費用配賦が有効な手段たりうる，と実務
が経験を通じて判断するに至っている経緯を明らかにしなければならない
であろう4）。
　本節では，このような問題意識にたって，事業部制下の組織コントロー
ルに対して費用配賦が果たす役割を探求することにする。実は，かかる
研究目的に対してもエイジェンシー・モデルの活用が有用であることが，
ZimmermanとDemskiの研究によって明らかになっている。そこで，
以下では彼らの研究成果に依拠しながら論述を進めることにしよう。
　　2　Zimmermanの分析
　Zimmermanは事業部制組織において生じる組織コントロール上の問題
を解決する手段として費用配賦が利用される2つのケースを例示して，そ
の意義を論証している5）。
　第1のケースでは，前節で述べたように，エイジェントである各部門の
管理者はプリソシパルである本部経営者とは異なる効用関数をもつと仮定
される。ただし，ここでは部門管理者は，effort　averseではなく，金銭的
報酬と同時に非金銭的報酬に対しても正の効用を感じると仮定される。こ
こで，非金銭的報酬とは金銭的報酬によっては代替不能なものであって，
例えば，オフィスの広さやその豪華さであるとか，部下に従える人数とい
った，職務上の立場を通じて手に入れる，言わゆる役得（perquisites）
をいう6）。私的満足を得るためにかかる支出に部門資源をどの程度振り向
けるかは部門管理者の自由裁量に委ねられるのが通例である。
　ところで，役得を目的とする支出であっても，一定の範囲内であれば，
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それは生産的効果を伴うので，部門の報告利益を増大させる・しかし，役
得支出がある限界点を越えると，浪費に転化して，部門利益を引き下げる
作用を与えることになる。部門利益と役得支出のこのような関係が13－1
図の生産可能フロンティアAβCDに描かれている。
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　　13－1図　役得支出を減少させる定額税としての共通費
　本部が役得支出の決定権を留保している場合，あるいは，部門管理者が
金銭的報酬のみに関心をもち，当該報酬が報告利益πに比例して支払われ
る場合には，役得に支出する最適水準はE＊になる。報告利益がこの点で
最大となるからである。ところが，部門管理者が既述のような非金銭的報
酬に対しても効用を感じる場合には，効用の無差別線は図のろノノ，1”の
ように原点に対して凸の曲線となる7）。この場合には，報告利益を若干犠
牲にしてでも役得支出を増やすことによって効用水準の引き上げが可能と
なる。したがって，生産可能曲線が最大の無差別曲線ノに接する点Cに対
応する点Eが選択されることになる（E＞E＊）。
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　金銭的報酬の支払を加味した下で本部経営者がEよりもE＊の選択を望
ましいと判断する場合には，浪費を減少させるなんらかの監視手段（mo・
nitoring）を行使することが必要となる。ただし，監視を行うにはそれな
りのコストを負担しなければならなくなるのは当然である。そこで，監視
にかわる手段として，部門管理者に自発的に浪費を節約させる方法を考え
ることにしよう。部門共通費が存在するものとして，そのうちの一定額丁
を定額税（lump－sum　tax）の形で部門に配賦するという方法がそれであ
る。この共通費負担によって部門利益は生産可能曲線ABCDよりもTの
値だけ下方に垂直移動する。A’β’Cの’がそれである。その結果，役得の
消費水準はE’に減少し，E＊に近づく。費用配賦という計算制度は，この
ようにE＊の実現を直ちに保証するものではないという意味において，浪
費を完全にコントロールする手段とはなり得ない。しかし財務会計等の別
目的に応ずるべく企業が配賦計算を既に行っていることを考えれば，これ
を内部管理目的に併用するコストは微少にとどまるはずである。したがっ
て，コストとベネフィットの相対評価という観点からするならば，配賦が
有力な管理手段となる余地が存するのである。
　以上の分析視点は定額税が経営者の裁量的行動に及ぼす影響を定式化し
て分析したWilliamsonの研究から与えられている8）。しかしながら，そ
こで示されたように，税金（ここでは費用配賦）を，固定額ではなく，利
益に比例させる（すなわち定率法を用いる）場合には，裁量的行動に及ぼ
す影響はより間接的になり，追加的条件を加えなければ意図する結果を導
くことが困難となる。たとえば，報告利益AβCDに一定率を乗じた値を
もって配賦額とする場合には，これを負担した後の報告利益曲線は図の
・4C”Dとなる。この場合には，無差別曲線1”との接点はC”となるの
で，役得支出は逆に点E”まで増加する。したがって，配賦を利益に比例
させる場合には浪費を節約する効果は消滅する。
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　以上に示した例示は，一定の条件の下で費用配賦が浪費を抑制する作用
をもつことを論証している。この意味において，それは実務がなぜ費用配
賦を行うかの1つの理由を経営管理の観点から説明していると解しうる。
さらにこの説明によるかぎりは，配賦される費用が部門にとって管理不能
であっても一向に差しつかえはなく，その点で興味深い解釈を与えるよう
にも思われる。しかしながら，逆に，この例示は配賦される費用がなぜ部門
共通費でなければならないかの必然性を説明してはいない。なぜならば，
このケースでは部門共通費を発生させる資源投入に対して，各部門が他部
門との競争関係においていかなる影響を及ぼし，提供された用役からいか
ほどの便益を受けとるかという共通用役をめぐる実態面との結びつきが一
切無視されているからである。なぜ「部門共通費」が配賦されるかの理由
はこのような共通用役取引に内在する諸特性のなかから見つけだされるは
ずであろう。
　そこで，Zimmermanはこの点の論議に恰好と思われる次の例を示して
いる。ある企業が電話会社から長距離用の回線1本を！か，月100時間の利
用を見込んで月額3，800ドルでリースする。この回線を使えば全国どこに
でも追加料金なしに何回でもかけることができる。ただし，回線が1本な
ので，同時には1人しか通話でぎないものとする。この3，800ドルの部門
共通費は固定費であって，通話1回あたりの変動費はゼロである。果たし
てこのコストを利用部門に配賦すべきか否かが問題となる。
　配賦否定論の根拠は次のように説明されるであろう。すなわち，配賦を
行うとその費用負担のゆえに回線の利用が遠慮がちになろう。しかし，も
ともとこの資源利用の限界コストはゼロであるから，そのような遠慮は資
源の潜在価値を引き下げることにしかならない。したがって，配賦は行う
べきではない，と結論されるのである。
　しかしながら，この場合の資源利用の真の限界コストすなわち機会原価
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（opportunity　cost）は決してゼ戸ではない。通話は同時刻にこの回線を
利用しようとする他人の通話機会を奪うからである。したがって，その機
会原価は，他の人間が回線のあくのを待つことから生じるコスト，あるい
は待ちぎれなくて別の有料電話をかける場合のコストと一致する。回線利
用者にはこの機会原価がチャージされて然るべきなのである。しかし，こ
れを正確に測定するのは至難のわざである。たまたま他にかける人が居な
いときには機会原価はゼロであるから，その真の値は時々刻々変化すると
いっても過言ではない。要するに，資源が共同利用であるために，原価発
生が他人の行動結果に依存するという外部性が支配しているのである9）。
そのために，禁止的な測定コストを支払わなけれぽ真の機会原価を把握す
るのは困難となる。こういう情況下では，部門共通費の配賦はこのような
観察困難な機会原価の代理的な役割を果だす余地が生じる。たとえば，本
例のような場合に，実務においては，利用部門に対して時間あたり38ドル
（3，800÷100）のコストを配賦するといった手続がよく採用されるのであ
るが，この手続を通じて，この金額に近似する機会原価の存在が利用者に
周知せられるのである。
　ところで，このような費用配賦によって部門管理者の意思決定はどのよ
うに変化するであろうか。Zimmermanは第2のケースでこの点を分析し
ている。第ゴ製品部門の管理者は一定の製品生産量ずを最小費用で生産
するために2つの生産要素搾（労働）とぜ（材料）をいかに組合わせる
かの決定問題（すなわち最小費用結合問題）に直面しているとしよう。各
生産要素の単位価格をP1，　P2とすると，部門共通費が存在しない場合の
決定問題は次のように定式化される。
　　　漉η　P1κf＋P2κ2‘
　　κ・乞・κ・包　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13－1）
　　　s．∫．∫（κ1盛，劣2り・＝ご乞
　ここで，目的関数式は生産費用を表わし，制約条件式の∫（κ1乞，κ2つは
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切を生産するための生産関数を表わす。上式を満足する最適解幻と毎
は次式のように生産要素の価格比がその技術的限界代替率に等しくなる点
　　　p1／p2＝ノ『」τ1（£1f，　遜｝2り／ノ「ズ2（£1乞，弟2っ　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13－2）
に求められる10）。13－2図のS点がそれである。
　なお，ノめ（κ1‘，藩2¢）＝∂ゲ（κ1乞，κ2¢）／∂紛琶である。
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　ここで，部門個別費の他に，各部門σ＝1，……，〃のが投入する労働力
　　　　　　　　　厨の総量X1（＝Σκ1つに応じて変化する人事関係の部門共通費κ（x1）
　　　　　　　ゴ＝1が存在するとしよう。その1単位あたりの費用R（＝K（X1）／X1＞0）を各
部門の投入量κ1fに応じて配賦するとした場合には，部門管理者の決定問
題はさきの（13－1）から次式のように改められる。
　　　翅勿　（P1＋R）κf＋P2κノ
　　κ1㍉κ2盛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13－3）
　　　s，’．　ア（搾，κ2‘）＝ケ‘
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　この場合の最適な組合わせは次式を満足する点，すなわち図の丁点とな
る。
　　　（Pエ＋R）／P2＝ム1（あ1i，22f）／ノ㌃2（あf，22り　　　　　　　　　　（13－4）
　かくして，配賦を有用とする組織条件を発見する問題は，本ゲースの下
では点Sよりも点丁をよりよい決定とさせる条件をみつける問題におき
かわる。ここで，もし各部門が部門共通費κ（X1）の関数型を精確に知っ
ているとするならば，部門∫の決定問題は次のように定式化できるはずで
ある。
　　　励πP♂＋P2κ2聾1ぐ（搾＋Σκ1り
　　κ重もκ2霊　　　　　　　　　　　　　　　　　ブキゴ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13－5）
　　　s．’．！（κ1¢，κ2り＝鰍
　ここで，Σユ瑠はX1一κ1‘を表わす。この場合の最適性条件は次式と
　　　　戸z
なる。
　　　（P1＋Kκ1（軒＋Σ話1」））〆P2＝∫κ・（軒，滋2り／∫ズ、（話1｛，厨）（13－6）
　　　　　　　　　痔ゴ
　ここで，Kκ1（託1‘＋Σ詑1り＝∂K（託1｛＋Σ託15）／∂κf，すなわち部門共通費
　　　　　　　　　戸∫　　　　　　　戸歪
の限界費用跡Cである。
　もし，各部門が（13－5）の下で（13－6）を満足する意思決定を行う
ことができれば，組織全体として費用を最小化するfirst　best解が得られ
るはずである。しかし，一般的にはその実現を図るのは容易ではない。な
ぜかというと，（13－6）が示すように，最適決定を行うには限界費用を確
定することが必要となるが，それ自体が自部門∫ならびに他のすべての部
門ノの決定κ1¢，κ1ゴに依存するという関係があるからである。要するに，
各部門の意思決定が相互依存関係にあるという外部性の存在がfirst　best
解の実現を困難化するのである。そこで，かかる観察困難な限界費用に代
替する情報を求めることが必要となる。
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　13－3図　部門共通費曲線κ（Xア）
　ここで部門共通費κ（X1）が13－3図のように描かれるものとする11）。
そうすると，X1＝Bのときに限界費用の値MCB（＝．κκ、（β））と単位あたり
の配賦額R（すなわち，βにおける平均費用AC8）とが合致する。した
がって，この場合にかぎり，（13－4）と（13－6）が等しくなって，配賦
を通じてfirst　best解が実現される。しかし，企業全体の労働力の投入量
X1がBを上回る場合には，図が示すように，限界費用が平均費用よりも
高く，R〈Kκ1（X1）となる。つまり，配賦を通じて部門の負担するコスト
が真の限界費用よりも小さいために，労働要素の過剰消費が起こり，X1の
増加に応じて部門共通費の上昇を招くことになる。しかしながら，配賦を
行わない場合と比較すれば，要素投入量Xlは低く押さえられるはずであ
る。なぜならぽ，配賦をしない場合には，共通用役のコストRがゼロであ
るために，消費を抑制する効果が働かないからである。かくして，x1≧β
の場合には，費用比較において，配賦（全部原価方式）が非配賦（部分原
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価方式）を明らかに優越（dominate）することが確認されるのである。
　それでは，X1＜βの場合にはどうであろうか。このときには，　R＞Kκ、
（X1），すなわち，配賦を行う際には負担コストが真の限界費用よりも大き
くなるため，配賦しない場合にくらべて労働要素の消費は過少となる。し
たがって，配賦と非配賦の優劣は決定的ではなくなる。なぜならば，情況
によっては，前者がもたらす過少消費の方が，後者のもたらす過剰消費よ
りも，企業価値をより大きく引き下げる場合が起こりうるからである。
　以上の分析結果は，部門共通費の平均費用が逓減する場合（X1＜B）よ
りも，逓増する場合（x1≧・B）に，費用配賦手続がより支配的な実務にな
るという検証可能な命題を導く。
　以上に紹介したZimmermanの分析モデルは，彼が意図したとおり，
確かに費用配賦が有力な管理手段となりうる組織条件を解析的に明らかに
している。そのかぎりにおいて，このモデルは所与の目的を果たしたと理
解でぎるであろう。しかし，第2のケースに限定して言えば，次の諸点に
おいて補うべき点が認められる。
1，部門共通費が変動費ではなく，capacity　costの如き固定費であると
　きには，このモデルは配賦の必要性をうまく説明できない。
2．本部経営者と部門管理者の間のエイジェンシー関係を明白にはとらえ
　ていない。そのために，費用配賦と部門業績評価との結びつきを明示的
　に説明していない。
3．　分析対象がコスト面に限定されており，収益ないしは便益面が等閑視
　されている。実務においてはこれらの両面を考慮に入れた多様な配賦ル
　ールが情況に応じて適用されている。その選択過程を説明づける理論に
　欠けている。
　また，分析モデルを現実に近づけるには，不確実性要因をとり入れるこ
とも必要であろう。
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　こうした点を補うために，以下では，われわれがこれまで用いてきたエ
イジェンシー・モデルを用いて費用配賦を伴う部門別業績評価問題を定式
化して分析を行おう。
　　3　エイジェンシー・モデルによる分析
　まず最初に，ここでの分析対象とする組織状況をDemskiの想定と対比
しながら説明しよう12）。2つの事業部ガ（＝1，2）を考え，その部門利益を
君（S，砺，のと表わすことにする13）。ここで，Sは不確実性を表わす自然
の状態（s∈s）14），α茗は部門が行使する努力水準（αi∈・4の，そして々は
各部門が決定する共通用役に対する需要量橿∈茜の組合わせを表わす（々
＝た1×々2，なお，κ＝κ1×κ2と表わす）。また，共通用役を生産する補助部
門（z＝3）のコストすなわち部門共通費をC（s，α3，ん）と表わそう。ここで
σ3は補助部門が行使する努力水準を・示す（α3∈・43，σ＝α1Xα2Xα3∈A＝A1
×42×み3）。Demskiは部門共通費をんに応じて変化する変動費と仮定し
て分析を行っている。現実には，部門共通費は，変動費の場合の他に固
定費，とくにcapacity　costとして発生する場合が数多く存在する。そこ
で，ここではこれを為に関する固定費一したがって，C（s，α3）一と仮
定して分析を進めよう15）。共通費に対するこの性格づけは以下に指摘する
ように分析結果の解釈に重要な影響を与える。
　以上を総合すると企業全体の利益は次式に表わされる。
　　　　　　　　　2　　　π（s，σ，ん）＝Σp乞（s，σ‘，々）一C（s，α3）　　　　　　（13－7）
　　　　　　　　仁1
　次に，部門共通費を配賦する場合の記号を定義しておこう。配賦後のセ
グメント別の報告利益をッ鵡＝1，2，3）と表わすことにする。たとえば，
2つの事業部∫＝1，2で共通費を半分ずつ負担する場合には3次元ベクト
ルア＝（づノ1，　）y2，　づノ3）は
　y1＝P1（・）一C（・）／2
38
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　管理会計情報の有用性（5）
　ツ2＝P2（・）一C（・）／2
　夕3＝0
となる。このツが各部門が本部に報告するセグメント別会計数値であり，
業績評価の対象となる。ところで，このように加工された会計数値ツが導
出される過程を数式に表わせば，次のように示されるであろう。すなわ
ち，yは上記の3つの要因の直積（Z＝S×・41×A2×．43×K1×κ2）の上に
定義される様々の部分集合からなる集合（field：情報構造）Fに関して測
定可能な関数！（Fmeasurable　function）の値，すなわちア（z）＝ツとし
て求められる16）。もちろん，各々の関係者にとってz∈2Pは観察可能でな
けれぽならない17）。それがzに対応するツが業績評価情報たりうる必要
条件であることは前節までに述べたところである。
　さて，以上の道具だてと前節で定義しておいた記号を用いると本部と3
つの部門管理者からなるエイジェンシー・モデルは次のように定式化され
る。
　　　　　　　　　　　　　　　　　3目的関数：　　脚κ　　E｛c（π（・）一Σ7i（y））｝
　　　　　7乞（ニソ），（α，ん）∈4×K　　　　　‘＝1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　制約条件＝（のE｛σ乞（7乞（y））一頭（σ‘（々））｝≧σ‘
　　　　　　　　　　　　∫＝1，2，3　　　　　　　　（13－8）
　　　　　（の＠，んの∈α79〃鷹E｛σ1（γ包（y））一y乞＠）｝
　　　　　　　　　　　（αPを）∈A×K
　　　　　　　　　　　　2＝1，2
　　　　　（のα3∈α79脚κE｛砺（γ3（ッ））一γ3（α3㈹）｝
　　　　　　　　　α3∈…、43
　この定式に関しては，2点の説明が必要であろう。1つは，共通用役の需
要量島の決定権は各々の部門管理者σ＝1，2）に属しており，その決定
にあたっては，外部性が存在するために，制約式（のにあるように，各部
門が結託して相互に情報を交換し，サイド・ペイメントを授受できるものと
仮定している点である18）。もう1つの点はんとyに関する情報の入手可
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能性に関する問題である。部門fが自部門の鳥と飽を知る立場にあるの
は当然であるが，他部門の島とみ（ゴキのについてはどうであろうか。
ここでは，いま述べたように本部にとって最も厳しい組織条件を想定し
て，部門間の情報交換を認めているので，どの部門もこれらを知る立場に
あるとみるのが妥当であろう。一方，本部はツについては各部門からの会
計報告を通じてこれを入手するのが通例である。この意味においてyはパ
ブリックな情報と言える。部門∫の報酬関数γ乞（・）が，茜ではなく，y
に基いて定義されているのはこのような理解による19）。他方，々について
は，本部がこれを入手できる場合とそうでない場合のいずれもが想定され
うる。以下では，とくに断わらないかぎりこれを入手できないものと仮定
する。ただし，それが可能な場合についても分析を行う。
　ここで，一般式（13－8）に適用すう数値例を示そう。4つの状態3＝
｛Sユ，……，S4｝が等確率で生起し，各部門の砺と亀の選択は，簡単化の
ために10wかhighかの二者択一であると仮定しよう。すなわちAF
｛α評，αf丑｝と瓦＝轟L，ん乞π｝である。また，補助部門の努力水準α3は定
数とする（A3＝｛δD。部門別利益疏（s，α¢，々）とその期待値が13－1表
　　　　　　　　　　　13－1表凸（s，α窃々）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万）
碗々1ゐ2
1ノπELEH
π丑五LHL
丑L∬
L　LH
πゐ　五
L　L　L
sエ
3＝1　z＝2?????
S2 S3
f＝1　∫＝2　∫＝1　f＝2
　s4　　　期待値
・一・・一・1・一・・一・
????? ? ??? ??
1
7．5
6，75
8。5
7．5
7．5
6
5．5
5．5
8．75
7
8．5
7．5
9．25
8
7．75
6
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に示されている。他方，部門共通費C（s，のには，確実性を想定して，固定
額4万という値を指定しよう。また，経営者はリスク中立的であると仮定
し，部門管理者∫σ＝1，2）に対してはどちらも，研（7∂＝7¢1’2，y乞＠）＝
σ～，研；20，σ‘H＝5，α乞L＝0と仮定する。この対称的仮定によって，2部
門の7‘（・）と報酬コストは同一となる20）。また，補助部門については，
召3二〇，砺＝0と仮定する。したがって，以下73（・）はすべてゼロとなる。
　さて，この数値例の下で費用配賦の意義を検討する比較基準として，ま
ず最初に，配賦を行わない場合の2つのケースの結果をみておこう。
　（ケース1）配賦をしない場合には，本部は，セグメント別の利益数値
ではなく，（13－7）の全体利益πを基準にして，各部門を一律に評価す
る方法を採用することがでぎる。13－1表とCの値を用いて計算したπ
（s，α，々）が13－2表に示されている。その期待値を比較すると，行動（α沼
　　　　　　　　　　　　13－2表π（s，σ，め
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：万）
σ、σ2ん、た2 ∫1 S2 S3 S4 期待値
???????????????? ???? ?? ?? ????
1
? ??? ???? ?
1
?? ??
1
12．25
10．5
11．5
9．75
13
12
12
11
12．75
11．5
11．25
10
9．25
7．5
9．25
7．5
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α2H々1H々2L）が最大利益をもたらすことがわかる。したがって，本部はこ
の行動決定がなされるように各部門を動機づけなけれぽならない。しかし
ながら，この数値例の下で部門間の結託を許容する場合には，π＝10万に
対応する報酬γ（10）は，ペナルティとしての意味をもつ結果，他との比
較で，負の値にならざるを得なくなる。われわれのモデルでは報酬は正で
なけれぽならないため，πによる動機づけは失敗に終る。13－2表に示さ
れているように，他の行動によってもπ（α1Hα2Hん1E々2りと同一の実績
が高い確率で生じるので7（10）がペナルティとして働かないかぎり，他
の行動（怠慢）を選択した方が高い効用が得られるために，πによっては
動機づけをなしえないのである。
　（ケース2）そこで，πに代えて，セグメント別の会計数値∫1（z）＝（P1，
P2，一C）を基準にして業績評価を行うこどにしよう。このときの報酬関数
は7（P1，　P2，一C）と定義される。13－3表に∫1（9）が示されている。た
だし，Cは一定値（4万）であるので，これを省略した2次元ベクトル
（P1，　P2）として表示されている。
　このデータに基いて，最小の報酬コストで行動（α1Hα2Eん1Hん2L）を動
機づける決定問題を定式化すると次のようになる21）22）。
　　　〃諺∫π　1／4｛7（7，　7）＋7（8，　8）＋γ（9，　9）＋γ（10，　10）｝
　　7（・，・）
　　　s・’・　　（α）　1レ1＝！／4｛～／γ（7，　7）一ト～／7（8，　8）＋～／7（9，　9）
　　　　　　　　　　十～／1て10，　16）｝一25≧20
　　　　　（わ1）　！レf≧1／2｛～／冴て7，　7）十～／7（8，　8）｝　　　　　　　　　　　　　（13－9）
　　　　　（ゐ2）　1レτ⊇≧1／4｛～／7（7，　7）十へ／7（8，　8）一←～／ア（9，　9）｝
　　　　　（δ3）　ルf≧3／4へ／7（7，　7）
　制約式（ろ1）⑦2）（δ3）は，行動（σ1∬α2丑ん1πん2L）の選択から得られ
る効用が，それぞれ，行動（α1Lα2しん1H々2L）（σ1丑α2L々1L々2E）（α1Lα2L
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13－3表∫1（z）＝（P1，P2，一4）
　　　管理会計情報の有用性（5）
∫2（z）＝（y、，ッ2，0）
　　　　　　　　（単位：万）
σエσ2海、々2
HHHHLHHE
HL1∫H
L五11」肝
17Hj肝L＊
LEHL
丑LHL
五Lj肝LHELH
L丑LH
πLL17LLLHHHLL
五HLL
HL五L
LL五五
s五 S2 ∫3 S4
∫1（・）∫2（の∫・（・）レ・（・）レ・（の∫・（・）i∫・（・）∫・（・）1
????????????????????．???．????? ??? ???
451・三・・157
5．36．8
5．36．8
5　5
5　5
6　6
5．15．9
5．95．1
5　5
4．35，7
4．35．7
4．35．7
4．35．7
3．55。5
3．55．5
3．34．7
3．34．7
?????? ??i6．16．9
5．36．8
5．9　5
　5　5
　ア　7
6．16．9
6．96．1
6　6
6．27．8
4．57．5
6　6
4．35．7
4．35．7
3、55．5
3．55．5
3．34．7
?????
?
???? ?｛ ?
1
7　　7
5。36．8
6．85．3
5　5
8　8
6．27，8
7．86．2
6　6
7．28．8
5。48．6
7　7
5．36．8
4．35．7
4．35．7
3．55．5
3．55．5
々1口々2∬）から得られる効用を下回らないことを要求している。
　上式を解くと次の結果となる。
　γ（7，　7）＝711．11，　γ（8，　8）＝177．78，　γ（9，　9）＝1，600
　7（10，10）＝10，000
　E7乞＝3，122．22
　　　　　　2　EG＝Eπ一ΣE7¢＝130，000－6，244．44＝123，755．56
　　　　　2＝1
　ここで，Eγ乞は第∫部門に支払う期待報酬であり，　EGは本部が受け取
る報酬支払後の期待利益である。
　ケース2においては，動機づけが一応成功している。ケース1との比較
から得られる理解は，セグメント別情報のもつ個別的な特性が全体πへの
統合（aggregation）によって失われるという事実である。部門情報に基く
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個別的な業績評価ルールが要求されるのはこのためである。ケース2にお
いて，動機づけが成功した理由は，部門∫の評価を，当該部門の業績P¢
だけでなく，他部門の業績Pゴにも依存させたことに求められる。それに
よって，怠慢を弁明する余地が狭められるからである23）。
　さて，われわれの関心事は共通費の配賦を通じて上記の期待利益EGを
高めることがでぎるか否かという点にある。そこで，種々の配賦方法を考
えてみよう。共通費Cを一定の比率で2分割し，それを2部門に配賦する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2とした場合には，本部に報告される会計数値は，配分割合を偽（Σα輩＝1）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゴ＝1
とすると，匁＝疏（・）一偽Cとなる。しかし，ここで仮定しているようにC
が固定額であるとすると，α‘の値に関係なく，鈴と凸は1対1の関係
を保持する。そのため，この澱からなる情報構造は配賦を行わない13－
3表のア1（z）と同一となる。したがって，かかる定額配賦によっては期待
利益は改善できないことがわかる。前述したZimmermanの第1のケー
スにおける結論との相違に注意されたい。
　（ケース3）そこで，実務でしばしば採用されている疏を配賦基準と
する方法（以下，これを収益基準（net　realizable　value　method）と呼ぶ）
を検討してみよう。この場合の会計報告値ア（z）＝（y1，ッ2，　y3）は，∫＝1，
　　　　　　　　　　　　　　　　22についてはy‘＝P乞（・）一C・Pf（・）／Σ】P乞（・）となり，ッ3＝0，となる。五
　　　　　　　　　　　　　　　　F1
とッ2の組合わせが13－3表に∫2（z）として示されている。
　さて，このッ純こ基いてア（y1，　y2）を定義して行動（α1正1σ2H々3々2L）を
動機づける問題を定式化すると，その構造はさきの（13－9）と完全に一
致する。その理由は明白である。13－3表のゴチック活字部分が示すよう
に，定式に関連する部分の構成が1対1に対応しているからである。つま
り，この配賦方式はア1（のを∫2（のに変化させてはいるが，われわれの決
定問題に関連する情報構造それ自体はなんら変わっていないのである。し
たがって，この配賦方式を採用しても期待利益EGを高められないことが
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明らかとなる。
　この分析結果は，一見するとDemskiの結論と矛盾するように思われ
る。というのは，彼はこの配賦：方式に従ってファースト・ベスト解に到達
しており，その事実をもって，配賦が非配賦に優ると結論づけているから
である。しかしながら，ここで留意しなければならないのは，彼が比較に
用いている非配賦モデルとは，われわれのケース2を指すのではなく，全
体利益πを評価対象とするケース1を指しているという点である。その論
法に従うならば，われわれのケース3も配賦を有用とする彼と同一の結論
を得たことになる。ちなみにDemskiの数値例をわれわれのケース2（非
配賦）にあてはめると，そこでもファースト・ベスト解が得られるのであ
る。それでは配賦の優越性が論証されたことにならないのは明白であろう。
これを論証するには，ケース2との比較が前提とされなけれぽならない。
　そこで，新たな配賦ルールを考えることにしよう。そのヒントは13－3
表のゴチック活字に示される情報構造をいかにしたら変えられるかという
問題提起から得られる。その1つのアイデアを不そう。
　（ケース4）われわれは部門共通費を固定費と仮定しているが，内部報
告目的にぱ，これを共通用役の需要量に応じて変化する変動費として扱い，
その計算上の発生総額を一定の基準に従って各部門に配賦するというルー
ルを設けよう。たとえば，需要量がHであるとき「には3万，五であるとき
には1万というコスト（計算価額）を指定すると，配賦対象となる共通費
は，C（々1π々2H）＝6万，　C（々1π々2L）＝C（ん1L々2π）＝4万，　C（々1しん2L）＝2万
となる。これらの配賦額Cと実際発生額Cとの差額（配賦差異）は会計
数値夕3として補助部門に集計される24）。以上の操作を施こした上で，も
う一度，収益基準による費用配賦を行おう。これを∫3（のとすると，その
場合の会計報告数値は次のように計算される。
　　　　　　＾　　　　　　　　　2
　y1＝P1（・）一C（・）・P1（・）／Σ君（・）
　　　　　　　　　　　　げ＝1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　45
13－4表ノ3（z）＝（ッ、，ッ2，ッ3）
（単位二万）
α、α2た、々2
??????????????????? ???
s1
3．44．6　2
3．44．6　2
3．23．8　2
3．23。8　2
5　5　0
5　5　0
5　5　0
5　5　0
5．15．9　0
3．55．5　0
5　5　0
3．34．3　0
4．2　　5．8　－2
3．3　　5．7　－2
4　4　－2
3．1　3．9－2
32 S3 s4
4．45．6　2
4．45．6　2
4　4　2
4　4　2
6　6　0
5．15．9　0
5．95。1　0
5　5　0
4．35．7　0
4．35．7　0
4．35．7　0
4．35．7　0
4．2　　6．8　72
4．2．U．8－2
4．2　5。8　－2
4．2　5，8　－2
5．2　　5．8　　　2　　　6　　　6　　　2
4．45．624．45．62
4．8　4．2　　2　5．6　4，4　2
4　4　2　4　4　2
7　7　0　8　8　0
6．1　6．9　　0　　6．2　　7。8　　0
6．9　　6．1　　0　　7．8　　6．2　　0
6　6　0　6　6　0
6．2　　7．8　　0　　7．2　　8．8　　0
4。5　7．5　0　5．4　8．6　　0
6　6　0　7　7　0
4．3　5．7　　0　5．3　6．7　　0
5．1　6．9－2　5．1　6．9－2
4．2　　6．8　－2　・5．1　　6，9　－2
5．1　5．9－2　5．1　5．9－2
4．2　　5．8　－2　　5．1　　5．9　－2
　　　　＾　　　　　　2ツ2＝P2（・）一C（・）・P2（・）／ΣP¢（・）
　　　　　　　　　げ＝1　　ムy3＝C（・）一C
その組合わせが13－4表に示されている。
さて，これを見るとゴチック活字が示すように情報構造が変化したこ
とがわかるであろう。このア3（9）を評価基準とする報酬関数γ（ッ1，y2，　y3）
のもとで，動機づけ問題を定式化すると次のようになる。
　　〃z”z　　1／4｛ア（5，　5，　0）十ア（6，　6，　0）→一γ（7，　7，　0）＋γ（8，　8，　0）｝
　γ（・，・，・）
　　s，’．　　（α）　1レ1＝1／4｛～／冴て5，　5y－r65十～／ア（6，　6，　0）．十～／7（7；一一7；一一6）
　　　　　　　　＋～／1て8，　ε，　0）｝一25⊇≧20　　　　　　　　　　（13－10）
　　　　（δ1）　1レ1≧1／2｛～／アぐ5；　5，　0）十～／7（6，　6，　0）｝
　　　　（ゐ2）　1レf≧1／4｛～／γ（51…5；一〇）十～／7（6，　6，一一6）．十～／7（7，　7∫一一一6）．｝
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　上式を（13－9）と比較すると行動（α～σ2しん1∬々2H）に対する制約式
が除去されたことがわかる。情報構造の変化がこの点に現われてひるので
ある。
　（13－10）を解くと次の結果が得られる。
　プ（5，　5，　0）；プ（6，　6，　0）＝400，　7（7，　7，　0）＝1，600
　7（8，8，0）＝10，000
　Eγ‘＝3，100，　幻‘＝65，000
　　　　　EG＝．Σ（E五一Eγの＝130，000－6，200＝123，800
　　　乞＝1
　ケース2と比較すると，共通費の配賦を通じて期待利益EOが増加した
ことが確認される。
　（ケース5）さらに期待利益を改善する方法を考えよう。共通用役に対
する需要の大きさを部門間で比較すると，同じくHと言っても，部門の
規模や方針の違いに応じて，々1Hと々2πの間に差があるのが通例であろ
う。その違いは計算上の費用の違いになって現われるはずである。この点
に着目して，かりにん1H，ん1L，々2π，々2しに対して，それぞれ，3万，2万，
1．5万，1万という計算価額を指定しよう。そうすると，配賦対象となる
共通費は，C（解1ん2H）＝4．5万，　C（々1耳々2ム）＝4万，　C（々1L々2H）＝3．5万，
パC（1乙々2L）＝3万となる。この数値に対して再び収益基準に従って配賦を行
った結果を！4（z）と表わそう。その組合わせが13－5表に示されている。
ゴチック活字の意味するところは既に明白であろう。
　このデータの下での決定問題は次の定式となる。
　　　〃3∫π　　1／4｛7（5，　5，　0）＋7（6，　6，　0）＋7（7，　7，　0）＋7（8，　8，　0）｝
　　γ（，，）
　　　s・’・　　（α）　　M＝1／4｛～／γ（5，　5，　0）一←へ／γ（6，　6，　0）十～／7（7，　7，　0）
　　　　　　　　　＋～／7（8，　8，　0）｝一25≧≧20　　　　　　　　　　　（13－10）
　　　　　（わ）　　ノしf≧1／2｛へ／7（5，　5，　0）＋～／7（6，　6，　0）｝
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13－5表∫4＝（ッ1，ッ2，ン3）
（単位：万）
・・・…酬 S1 S2 S3 s4
HHHπ　．4．1　5．4LπlfHi4．15．4
H　L　HH　　3．9　4．6
LL1／H；3．94．6
　　　　　117、θ「、6rL＊：55LHHL
HムHL五五πL
HHLπLHLH
HL五HLLLH
H正♂L五LHLLHLLLLLLL
【????『
0．5i5．06．5
　　　0．515．06．5
0。514．84．8
　　　0 5　旨4．8　4．8
0　．6　6
0　．5．15．9　　　0　　15．9　5．1
。…55
　　。51
　　4，5　6
－1　3．86．2
－1　3．86．2
－1　i3．85．3
－1　　3，8　5．3
0．5
0．5
0．5
0．5
0
0
0
0
5．96．6
5．06．5
5．64．9
14・84・8
　7　7
6．16．9
i6．96．1166
5．4　6．1　－0．5　14．5　　6　　－0．5
3．75．8－0．5…4．5　　　－0．5
5．35．3－0．5：　　　　　一〇．5
3．55．0　－0．5　i　　　　　　　－0．5
3．8　5．3　　　　　　　　　　　　　　　　－1
2．9　5．1　　　　　　　　　　　　　　　－1　＝
3．53．5　　　　　　　　　　　－1
2．73．3　　 　　　 　　　　－1．
0．5
0．5
0．5
0．5
0
0
0
0
6，48．1－0．5
4 77．8－0．5
6．36．3－0．5
4 　　6　　－0．5
4．7　6．3　　　－1
3。86．2　　－1
4．6　5．4　　　－1
3 8　5．3　　　－1
6．86．8
5．06．5
6．55．0
4．84．8
8　8
6．27．8
7．86．2
6　6
0．5
0．5
0．5
0．5
0
0
0
0
7．49．1　－0．5
5．6　8．9　－0．5
7，37．3　－0．5
5．5　7．0　－0，5
4．76．3　　－1
4．7　6．3　　　－1
4．6　5．4　　　－1
4．6　5．4　　　－1
　これを解くとつぎの結果になる。
　7（5，　5，　0）＝7（6，　6，　0）＝400
　γ（7，　7，　0）＝γ（8，　8，　0）二4，900
　E7猛＝2，650，　二二f＝65，000
　　　2　EG＝Σ（Ey¢一E7∂＝124，700
　　　醤1
　かくして，本ケースの期待利益EGはケース4よりもさらに改善された
ことがわかる。
　それでは，これ以上の改善をなし得るであろうか。結論からさきに言え
ば，努力を観察できないとするこれまでの前提の下では，なんらかの新た
な情報源をつけ加えなけれぽ，もはやそれは不可能である。その理由は，
ケース2・3からケース4・5への展開がなにゆえに期待利益を増加させ
たか，その理由を尋ねることによって明らかとなる。
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　われわれは問題解決の手段として固定費を変動費化し，資源利用の要求
度に応じた計算価額に基いて費用を発生させた。これは，Zimmermanの
電話リースの例が教えるように，共通資源の機会原価を表わすサロゲイト
なのである。資源利用の決定飢は自部門の利益疏だけでなく他部門
の利益Pブに影響を及ぼし，P‘は他部門の決定島によっても影響を受け
る25）。このような外部性が存在するために，機会原価を認識する必要が生
じるのである。前述したように，本部は々に関する各部門の決定を観察で
ぎないものと仮定してぎた。共通費が固定費であるかぎり，本部は会計報
告を通じては，各部門がんについてどのような決定をしたかを暗示するい
かなる兆候も見い出せないであろう。しかし，これを変動費化して，会計
報告の中に機会原価を導入することによって，これを知らせるシグナルが
点滅するようになるのである。前述した情報構造の変化がそれである。
　ケース5の会計報告！4（9）は本部の望む決定島H々2しがなされたか否か
．を誤りなく知らせる。つまり，が（のはんに関する完全情報を提供するの
で，この費用配賦ルールを採用することによって，本部は々を観察できる
のと同一の立場にたつわけである。期待利益をもはやこれ以上改善できな
いのはそのためである。ちなみに，ケース2，すなわち，∫1（9）の下でん
を観察できると仮定して問題を解いてみよう。この場合，報酬関数は
γ（P1，P2液1H，々2L）となり，動機づけ制約は，13－1表が示すように，行
動（σ1ムα2L々1H好）に対するもの1本となる。これはケース5の定式
（13－10）と完全に一致する。したがって，期待利益EGも同一となる。
　以上によって，部門共通費の配賦が，共通資源の機会原価を知らせると
いう情報機能を通じて，部門業績の評価に有用な役割を果たすことが明ら
かとなった。本節で示した固定費を変動費化するというアイデアは，配賦
を実施している企業において定着した実務になっていることが留意される
べぎである。共通費が変動費であるか固定費であるかの相違は，ここでは
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補助部門に配賦差異を認識する必要があるか否かという問題に縮約される。
　配賦差異は以上に述べたように々の識別を通じて，業績評価情報として
機能するが，それと同時に，組織全体にとっての共通資源の必要度を知ら
せる意思決定情報としても機能することを見逃すべきではない。最適行動
の下での配賦差異がプラスであるならば，共通用役を現状よりも拡大する
意義のあることを知らせ，逆に，それがマイナスであるならぽ，その縮小
を促すであろう。この情報機能も費用配賦からもたらされるのである。
　（注）
1）cf．小林哲夫「共通費の配分と業績評価」r国民経済雑誌』1981年3月，　p．57
　－59．
2）　cf．　Vancil，　R．　F．，　Dθoθπ〃αZ’z認ガ。π：M磁σ9θ7∫αJ　A解δ憩κ’砂δツ1）θs’9〃，
　Financial　Executive’s　Research　Foundation，1978／1979，　pp．99－119．
3）　小林哲夫「前掲稿」p．57を参照。
4）費用配賦の必要性に関する簡潔な要約については，Moriarity，　S．，“Some　Ra．
　tionales　for　Cost　Allocations，”in／o∫π∫Co3’∠4」∫ocαが。πs　edited　by　Shane
　Moriarity，　Proceedings　of　the　University　of　Oklahoma　Conference　on
　Cost　Allocations，　April　1981，　pp．8－13を参照されたい。
5）　Zimmerman，　J．　L．，“The　Costs　and　Benefits　of　Cost　Allocations，”丁乃θ
　Acooκπガπg　1～θ〃’θzσ　（July　1979），　pp．504－521．
6）cf．　Jensen，　M．　C．　and　W．　H．　Meckling，“Agency　Costs　and　the　The．
　ory　of　the　Firm，”／0κ7παJ　o／F初αη‘∫αZ　Eooηo〃εfos（October　1976），　PP，305
　－330．
7）E（役得支出）とπに対する限界効用は正であるが，Eの増加につれて限界
　効用が逓減するからである。
8）Williamson，0．，丁加Ecoηo痂csげp∫so7θ，∫o紹7ッβθ乃砺07：M伽αgθ7∫α」
　0醇60’勿θs∫πα丁舵07ツげ’加F〃彫（Prentice－Ha11）1964，　PP．39－57．　井
　上場訳「裁量的行動の経済学」千倉書房，昭和57年，pp．48－68．
9）共通資源の外部性の論議については，Cheung，　S．　N．　S．，“The　Structure
　of　a　Contract　and　the　Theory　of　a　Non－Exclusive　Resource，”ノ。”7ηα」
　げしαω伽♂Eoo初廊。3（APri11970），　pp．49－70を参照されたい。
10）　（13－1）を解くために次のラグランジュ関数Lを定義する。ただし，λ
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　はラグランジュ乗数である。
　　　L（κ∴κ21，λ）コP、κ、拝P、κ、聾λ［∫（κ∴ズ2り一9月
　　最適性の必要条件は次のように．表わされる。
　　　　　ム　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バ　　　　ム
　　　∂L（κ∴κ2乞，λ＊）／∂κ、』P、＋λ＊∂∫（κ∴κ、り／∂彫＝0
　　　　　ム　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　∂L（κ、㌔κ2乞，λ＊）／∂煽＝P，＋λ＊∂∫（κ∴∫、り／∂場＝0
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　へλ＊を消去してこの式を同時に満足する（翻，κ2りの関係を求めると（13－
　2）が導かれる。
11）Zimmermanは機会原価を含む部門共通費曲線K（X1）がこのような曲線に
　なる理由を詳細に説明している。
12）Demski，　J．　S．，“Cost　Allocation　Games，”in　Shane　Moriarity　ed．，ψ．
　α’．，pp．142－173．
13）Delnskiは部門利益をP6（s，αご，々‘）と定義している。これは，部門利益P‘
　が他部門の決定島（ノキのに依存しないことを表わす。
14）．Sは部門別に独立に定義することもできるが，複雑化を避けるために，全社
　共通の次元で定義している。
15）部門共通費Cは，々に関して固定的であるという意味において，各部門に
　とって無関連原価を装うが，みの決定自体は部門にとって決して無関連ではな
　い。その定義式が示すように，部門利益は々に応じて変動するからである。
16）　有限集合ノに属するどのゴ∈ノに対しても，！一1（ブ）＝｛z∈z：∫（z）＝ゴ｝∈F
　となるならば∫はノの上に定義されるFに関して測定可能な関数である。た
　だし，Fは，（1）φ∈F，②任意のg∈Fに対して～g∈F，（3）圧意の9・，92∈F
　に対してg、Ug2∈Fを満足する集合である。　cf．　Demski，　J．　S．，　oρ．　c”．，　p．
　148，p．170．
17）　ここでは状態Sは本部も部門も観察不能であり，また，本部はAの観察を
　なしえないものと仮定する。Kの観察可能性については後述する。
18）部門間の結託を許容しない組織条件の下で定式化するのももちろん可能であ
　る。しかし，最近精力的に研究されているShapley　valueによる費用配賦は
　いずれも結託の可能性を前提としたものである。cf．　Hamlen　S．　S．，　W．　A．
　Hamlen　Jr．，　and　J．　Tschirhart，“The　Use　of　Core　Theory　in　Evaluating
　Joint　Cost　Allocation　Schemes，”7「乃θ、4cω膨伽g　Rθη’θω（July　1977），　PP．
　616－625．Jensen，　D．　L．，“A　Class　of　Mutually　Satisfactory　Allocations，”
　丁加Aσco多‘η伽8　Rθη伽（October　1977），　PP．842－856．　Hamlen，　S．　S．，　W．
　A．Hamlen，　Jr．，　and　J．　Tschirhart，“The　Use　of　the　Generalized　Sha．
　pley　Allocation　in　Joint　Cost　Allocation，”丁加、4000κπヴπg　1～θη∫θω（April
　1980），PP．269－287．　Balachandran　B．　V．　and　R．　T．　S．　Ramakrishnan，
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　“Joint　Cost　Allocation：AUnified　Approach，”丁加Accbμ撹∫”g　Rθど，∫鋤
　（January　1981），　pp．85－96．
19）　卸が互いに独立であるならぽ，業績評価基準を飽からyに拡大する意義
　はない。
20）そこで以下ではアについての添字∫は省略する。
21）　この費用最小化問題は（13－8）の利益最大化問題と同一の最適解をもたら
　す。
22）動機づけの制約式（のは13－3表が示すように全部で15本存在しうる。煩雑
　さを避けるためにredundantでないものだけを示した。以下の定式において
　も同様である。
23）　このように，本部はッ‘からフに評価対象を拡張することにメリットを見
　い出すが，かりに，部門がツノを自分の関与せざるものとしてかかる相対評価
　を拒絶する場合には，その論拠として，部門間の結託を自らが中止する必要が
　生じる。かくして，本部は，それがもたらす組織条件の改善メリットと，相対
　評価を放棄するデメリットとのトレード・オフに直面し，部門との間のゲーム
　的情況におかれることになろう。
24）　需要量に対応する計算コストは，正常な予測需要量の下で配賦差異ができる
　だけゼロに近づくように定められる。
25）Demskiの数値例は，このような部門間の相互依存性を前提にしていない。
　（注）13）を参照されたい。
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